
本誌2024年2月号（Vol.570）（以下「2月号」とい
う）において、金融商品取引法（以下「金商法」とい
う）の一部改正による四半期報告書の廃止と、東京証券
取引所1（以下「東証」という）における四半期開示の見
直しについて解説している。2月号では、2023年12月
に企業会計審議会監査部会から公表された「四半期レビ
ュー基準の期中レビュー基準への改訂及び監査に関する
品質管理基準の改訂について」（以下「期中レビュー基
準」又は「期中レビュー基準案」という）及び日本公認
会計士協会（以下「 JICPA」という）による「四半期レ
ビュー基準報告書第1号『四半期レビュー』の改正及び
期中レビュー基準報告書『独立監査人が実施する期中財
務諸表に対するレビュー』（公開草案）の公表について」
（以下「レ基報第1号」又は「レ基報第1号案」及び「レ
基報第2号」又は「レ基報第2号案」という）の概要と
ともに、東証の有価証券上場規程に定める四半期財務諸
表等の期中レビュー（以下「東証短信レビュー」とい
う）の制度の概要についても解説している。
本稿は、期中レビュー基準案、レ基報第1号案及びレ
基報第2号案の具体的内容に加え、JICPAより2024年2
月に公開草案が公表された「期中レビュー基準報告書実
務ガイダンス『東京証券取引所の有価証券上場規程に定
める四半期財務諸表等に対する期中レビューに関する
Q&A（実務ガイダンス）』」（以下「東証短信レビュー

1　東証の上場規程と同等の規則を定めている他の取引所等においても同様である（東証短信レビューQ&A Ⅰはじめに） 。
2　 会計期間は、金商法に基づく期中レビューでは中間会計期間、東証短信レビューでは四半期会計期間となる。例えば、9
月末決算会社は2024年6月末での第3四半期会計期間の四半期レビューは対象外となり、東証のレビュー義務付け要件に
該当する場合又は任意レビューを選択する場合は改訂基準の下で期中レビューが実施される。また12月末決算会社は、
2024年6月末では中間会計期間となり金商法に基づく中間財務諸表の期中レビューが改訂基準の下で実施される（金商法
改正法附則第3条第2項）。

3　 JICPAより当面の監査契約書作成に当たっての留意事項として、「四半期開示の見直しに伴う監査及び四半期レビュー契約
書への影響について」（2023年11月22日、2024年2月9日追加）が公表されている。

Q&A」又は「東証短信レビューQ&A案」という）並び
に2024年2月に改正の公開草案が公表された保証業務
実務指針2400「財務諸表のレビュー業務」（以下現行
基準を「保証実2400」といい改正案を「保証実2400
案」という）及び保証業務実務指針2400実務ガイダン
ス第1号「財務諸表のレビュー業務に係るＱ＆Ａ」（以
下現行基準を「保証実2400Q&A」といい改正案を「保
証実2400Q&A案」という）の具体的内容を説明する。
併せて、従来の四半期レビューと対比した、期中レビュ
ーの実務対応を解説することを目的としている。
期中レビュー基準及びJICPAの報告書・実務指針・実

務ガイダンスは、2024年4月1日以後開始する会計期
間2に係る期中財務諸表の期中レビューから適用される
予定であり、事業年度の途中からでも適用となることに
留意する必要がある。3

なお、本稿は制度見直しに関する基準等の公開草案を
もとに作成しているが、基準等の名称は仮称が含まれて
おり、成立後に名称が変更になる可能性があるととも
に、公開草案から内容自体が変更となる可能性があるた
め、成立後の基準等を確認する必要がある。
一連の改訂及び改正並びに実務指針等の新設により、

レビューに係る基準等の体系は以下の【図1】のように
なることが見込まれる。
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【図1】期中レビューに適用される基準・実務の指針・Q&Aの体系
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※各基準、実務の指針（報告書及び実務指針）及びQ&Aの内容の改訂等又は新設の趣旨及び内容は後掲の各項を参照
（データソース）JICPA「改正四半期レビュー基準報告書第1号（公開草案）及び期中レビュー基準報告書（公開草案）の概要」（2023年
12月22日）P.5

1.ﾠ 期中レビュー基準案の改訂内容
（1）期中レビュー基準のねらい
企業会計審議会監査部会（以下「監査部会」という）
は、期中レビュー基準案の「一経緯」において、「四半
期レビュー基準について、改正後の金融商品取引法にお
ける中間財務諸表に対するレビューに加えて、四半期開
示義務が廃止された後の四半期決算短信におけるレビュ
ーも含め、年度の監査人が行う期中レビューの全てに共
通するものとする方向で改訂の検討を進める」こととし
たとしている。
その結果、「二 主な改訂点とその考え方」に記載のと
おり、「期中財務諸表の種類や結論の表明の形式を異に
するレビューも含め、年度の財務諸表の監査を実施する
監査人が行う期中レビューの全てに共通するものとし
て、四半期レビュー基準の名称を期中レビュー基準に改
める」こととされている。
現行の四半期レビュー基準は、改正前の金商法に基づ
き、一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成
基準に準拠した四半期財務諸表に対する適正性の結論表
明のみを対象として記載されていた。これに対し、期中
レビュー基準案では、期中レビューの目的の改訂とし
て、「監査基準の枠組みとの整合性にも十分配意し、か
つ、現行の四半期レビュー基準の趣旨を踏まえ、改正後
の金融商品取引法における中間財務諸表に対するレビュ
ーのような一般目的の期中財務諸表を対象とした適正性
に関する結論の表明を基本としつつ、一般目的の期中財
務諸表又は特別目的の期中財務諸表を対象とした準拠性
に関する結論の表明が可能であることを明確にした」と
している。また、「期中財務諸表を構成する貸借対照表
等の個別の財務表や個別の財務諸表項目等に対する期中
レビューの結論を表明する場合についても、期中レビュ
ー基準が適用される」としている。この結果、期中レビ

ュー基準が対象とする期中財務報告の範囲は拡大してい
る。
なお、「三 不正リスク対応基準との関係」が設定され、

不正リスク対応基準は期中レビューに適用されないこ
と、不正による重要な虚偽の表示を示唆する状況を識別
した場合等には、必要に応じて、期中レビュー基準に従
って追加的手続を実施することになるとされているが、
現行の不正リスク対応基準の意見書にも類似の内容が四
半期レビューについて述べられており、新たな対応を求
めるものではないと解される。
このように、期中レビュー基準が年度の監査人が行う

期中レビューの全てに共通する基準となった。これを受
けてJICPAは「期中レビュー基準」を実務に適用するに
当たって必要となる実務の指針として、金商法の要請で
実施する期中レビュー及び金商法の要請以外で実施する
期中レビューに適用する二つの報告書（レ基報第1号案
及びレ基報第2号案）を公表している。

（2 ）一般目的／特別目的、適正性／準拠性の区
分
期中レビュー基準案の「一経緯」において、一般目的

の期中財務諸表／特別目的の期中財務諸表の種類、適正
性に関する結論／準拠性に関する結論の表明の形式が示
されることとなった。
監査基準では従来「適正性に関する意見」及び「準拠

性に関する意見」の形式が示されていたが今回、期中レ
ビュー基準案においても適正性に関する結論／準拠性に
関する結論の形式が示されることとなった。一方でレ基
報第2号案第14項（2）では、財務報告の枠組み（適用す
る会計の基準）として「適正表示の枠組み」及び「準拠
性の枠組み」があることが示されており、監査基準報告
書200「財務諸表監査における総括的な目的」（以下
「監基報200」という）第12項（13）を参照している。
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それぞれの用語の定義については【図2】により確認
されたい。なお、グレーで示した期中レビュー基準案に
おける区分に加え、監基報200第12項（13）の説明を含
んだJICPAの監査基準報告書800実務ガイダンス第1号

4　 厳密な定義は800実ガを参照する。なお、保証実2400Q&A案は年度の監査人が期中財務諸表に対して実施する期中レビ
ュー業務には適用されないが、同Q16によれば、「レビュー業務の対象となる財務諸表の作成に適用される財務報告の枠
組みが、いずれの財務報告の枠組み（一般目的又は特別目的の財務報告の枠組み、適正表示又は準拠性の枠組み）に該当
するかの判断は、財務諸表監査の場合と同一である（監基報200第12項（13）及び監査基準報告書700「財務諸表に対する
意見の形成と監査報告」第6項（2）参照）。ただし、期中財務諸表に適用される枠組みの場合は、年度の財務諸表に適用さ
れる枠組みとの関連を考慮する必要がある。」とされている。同Q16には任意で期中財務諸表を作成する場合に適用され
ると考えられる主な財務報告の枠組みについて分類が例示されており、参考になる。

（以下「800実ガ」という）のQ6及びQ7における適正
表示の枠組みと準拠性の枠組みの説明を要約したものを
水色で示している4。

【図2】一般目的／特別目的、適正表示／準拠性の区分

一般目的の財務諸表 特別目的の財務諸表

適正表示の枠組み 準拠性の枠組み

適正性の結輪 準拠性の結論

① ②③ ④

財務諸表が表示のルールに準
拠しているかどうかの評価
と、 財務諸表が全体として適
切に表示されているか否かに
ついての一歩離れて行う評価
が含まれる 。

会計の基準等において要求さ
れる事項の遵守に加え、追加
的な開示を行うなど、会計の
基準等の要求を超える対応が
必要となる場合がある。

広範囲の利用者に共通する財
務情報に対するニーズを満た
すように策定された会計の基
準に準拠した財務諸表

特定の利用者の財務情報に対
するニーズを満たすように策
定された会計の基準に準拠し
た財務諸表

会計の基準等において要求さ
れる事項の遵守が要求される
のみで、適正表示で求められ
る対応は不要

財務諸表が表示のルールに準
拠しているかどうかの評価の
みが行われ、財務諸表が全体
として適切に表示されている
か否かについての一歩離れて
行う評価は行われない。

①一般目的・適正表示
②特別目的・準拠性
③一般目的・準拠性
④特別目的・適正表示

期中レビューを行うに当たり、
特別目的の財務諸表の作成の
基準が受入可能かどうかにつ
いて十分な検討を行わなけれ
ばならない（第二 実施基準2）。

いずれも限定的保証業務であり、保証水準に違いはない※

（データソース）期中レビュー基準案及び800実ガ
※ JICPA「東京証券取引所『四半期開示の見直しに関する実務の方針』の公表について（お知らせ）」
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図2に示したように一般目的／特別目的の区分は、策
定された会計の基準が共通のニーズを満たすものと想定
する利用者の広さの程度により決定される。一方で適正
表示の枠組み／準拠性の枠組みの区分は、会計の基準の
要求を超える対応の要否により決定される。そして、適
正表示の枠組みに準拠して作成された期中財務諸表に対
して適正性の結論表明がされ、準拠性の枠組みに準拠し
て作成された期中財務諸表に対して準拠性の結論表明が
されるという関係にある。
監査の場合、一般目的の財務報告の枠組みは、適正表
示の枠組みであることが多く、特別目的の財務報告の枠
組みは、準拠性の枠組みであることが多い傾向にあると
されている（800実ガQ7）が、期中レビューにおける

期中財務諸表の枠組みについても同様である。適正性の
結論表明となるか、準拠性の結論表明となるかの判断基
準は、期中レビュー基準及びレ基報第2号案の中には示
されていないことから、判断にあたっては、JICPAの複
数の監査基準報告書を参考にして、財務報告の枠組みと
の関連で検討する必要があるが、それらをまとめて解説
したのが800実ガとなり、図2において要約説明してい
る。

（3）適正性の結論と準拠性の結論の保証水準
（2）の図2の下方※で示した「いずれも限定的保証業
務であり、保証水準に違いはない」という点は、企業会
計審議会監査部会において議論になっていた（企業会計
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審議会第55回監査部会議事録）。
保証実2400案A13項では「限定的保証業務における
保証水準は、一般的に幅があり、想定利用者の情報の信
頼性を高める程度が低いものから、合理的な保証にほぼ
近いものまで様々なものがある」とされており、限定的
保証業務であるレビューには保証水準の違いが発生し得
るものである5。
また、年度の監査人が実施する期中レビューにおける
適正性の結論表明の場合と準拠性の結論表明の場合に関
し、適正表示の枠組みに基づく期中財務諸表の方が準拠
性の枠組みに基づく期中財務諸表よりも開示の情報量は
多くなる傾向にある。さらに、適正性に関する結論表明
では、期中財務諸表が全体として適切に表示されている
か否かについての一歩離れて行う評価が含まれる。この
ため、適正性の結論の表明の方が深度のある手続を実施
し、保証水準が高いのではないかという声を聞くことが
ある。
いずれも限定的保証業務であり、保証水準に違いはな
いとされている理由としては、期中レビューの結論表明
においては、保証業務リスク（財務諸表の重要な虚偽表
示を看過して誤った結論を表明する可能性）（レ基報第
2号案第14項（20））に対し、適正性に関する結論表明
であっても、準拠性に関する結論表明であっても、それ
ぞれの財務報告の枠組みにおいて、期中レビュー基準に
従って十分かつ適切な証拠（ただし、合理的保証と比較
すると限定的）を入手する必要がある（レ基報第2号案
第7項）ことが挙げられる。
上記の前提として、適正性に関する結論を表明する場
合であっても、準拠性に関する結論を表明する場合であ
っても、適用された会計基準に「準拠」しているかどう
かに関して必要な質と量の証拠を入手する必要があり、
期中レビュー手続に違いはないこと（東証短信レビュー
Q&AQ3）、及び適正表示の枠組みに対しては適正性に
関する結論が表明され、準拠性の枠組みに対しては準拠
性に関する結論が表明されるため、同一の期中財務諸表
に対して、適正性の結論表明又は準拠性の結論表明を選
択することはないこと、の2点を理解する必要がある。
適正表示の枠組みに基づく期中財務諸表に対する期中
レビューにおいて、準拠性の枠組みに比して追加的な開
示に対する検討手続や、一歩離れて行う評価を実施する
という手続は、適正性の結論を表明する目的で、十分か
つ適切な証拠を入手し保証業務リスクを受入可能な水準
に抑えるために必要な手続であるから実施されるもので
ある。一方、準拠性の枠組みに基づく期中財務諸表にお
いては、当該追加的な開示（期中財務諸表が全体として
適正に表示されるために必要な追加的開示を含む）は要
求されていないため、準拠性の枠組みに基づく期中財務
諸表に対する期中レビューにおいて、当該追加的な開示

5　 保証実2400Q&A案Q4では「年度の財務諸表の監査を通じて得た監査人の知識を活用しながら行う期中レビューの保証水
準は、一般的には、保証業務実務指針2400に準拠したレビューの保証水準よりも相対的に高くなることが多いと考えら
れる」とされている。

のための手続を実施せず証拠を入手しなくても、重要な
虚偽表示を看過する可能性はなく、保証業務リスクには
影響はない。そのため、適正性の結論を表明する目的で
追加的なレビュー手続が実施されていたとしても、保証
水準には違いはないということになる。
なお、監査においても適正性の意見表明と準拠性の意

見表明が存在するが、保証実2400Q&A案のＱ3によれ
ば、監査のような合理的保証業務においては監査リスク
を許容可能な低い水準に抑える必要があるため、十分か
つ適切な監査証拠を入手する必要があることから、保証
水準はある程度一定であるとされており、適正性又は準
拠性の意見表明の違いによる保証水準の差異は識別され
ていない。

（4）その他の期中レビュー基準関係の改訂内容
監査に関する品質管理基準が期中レビューに準用され

るように、同基準の第十六における「四半期レビュー」
を「期中レビュー」に置き換える改訂が行われている。
期中レビュー基準における実施基準は、現行の四半期

レビュー基準から大きな改訂は行われておらず、現行の
四半期レビュー基準で求められていた四半期レビュー手
続が、期中レビュー基準でも同様に期中レビュー手続と
して適用されることになると考えられる。
期中レビュー基準における報告基準について、特別目

的及び準拠性における期中レビュー報告書の記載に関す
る改訂内容は以下の通りである。
監査人が準拠性に関する結論を表明する場合の報告形

式として、「作成された期中財務諸表が、当該期中財務
諸表の作成に当たって適用された会計の基準に準拠して
作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点に
おいて認められなかったかどうかについての結論を表
明」することとされている（第三報告基準1）。
特別目的の期中財務諸表に対する期中レビュー報告書

には、「会計の基準、期中財務諸表の作成の目的及び想
定される主な利用者の範囲を記載するとともに、期中財
務諸表は特別の利用目的に適合した会計の基準に準拠し
て作成されており、他の目的には適合しないことがある
旨を記載」することとされている。さらに、「期中レビ
ュー報告書が特定の者のみによる利用を想定しており、
当該期中レビュー報告書に配布又は利用の制限を付すこ
とが適切であると考える場合には、その旨を記載」する
こととされている（第三報告基準14）。

2.ﾠ レ基報第1号案の改正内容と新設され
たレ基報第2号案の内容

（1）レ基報第1号案とレ基報第2号案の異同
JICPAは「『期中レビュー基準』を実務に適用するに
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当たって必要となる実務の指針として、金融商品取引法
の要請で実施する期中レビュー又は金融商品取引法の要
請以外で実施する期中レビューに適用する、次の二つの

報告書を公表する」（東証レビューQ&A Q2）とし、レ
基報第1号案とレ基報第2号案を公表している。2つの報
告書の目的と内容について異同は以下の通りである。

【図3】レ基報第1号案とレ基報第2号案の異同

レ基報第1号（現行四基報） レ基報第2号

共通 ・「期中レビュー基準」の実務の指針である。
・年度の監査人が行う期中レビュー業務である。
・質問、分析的手続を中心としたレビュー手続であり、保証水準（限定的保証）は同じである。

相違 金商法における中間財務諸表に対する期中レビューに
適用する報告書

左記以外の期中レビューに適用する報告書。東証の有
価証券上場規程に定める四半期財務諸表等の期中レビ
ューも対象。

一般目的の財務報告の枠組みを対象 一般目的及び特別目的の財務報告の枠組みを対象

適正表示の枠組みを対象 適正表示及び準拠性の枠組みを対象

（データソース）東証短信レビューQ&A案Q2

（2）レ基報第1号案の改正内容
レ基報第1号案は、金商法に基づく中間財務諸表等の
期中レビューを対象とした実務の指針である。現行の四
基報の内容から、用語の変更（四半期レビュー→期中レ
ビュー、四半期財務諸表→中間財務諸表、前会計期間→
前事業年度）、第1及び第3四半期レビューが無くなった
ことによる所要の調整、期中レビュー基準への参照の変
更の調整、要求事項と適用指針に分けた記載など新起草
方針に従った調整などが行われている。しかし、現行の
四基報から大きな改正は行われておらず、現行の四基報
で求められていた四半期レビュー手続が、原則としてレ
基報第1号案でも同様に期中レビュー手続として適用さ
れることになると考えられる。

（3 ）新設されたレ基報第2号案の起草方針と概
要
現状は年度の監査人が期中財務諸表のレビュー業務を
任意で実施する場合には、保証実2400が適用されてい
る。レ基報第2号案は、金商法に基づく中間財務諸表等
の期中レビュー以外の、年度の監査人が行う期中レビュ
ーに適用する実務の指針であり、東証短信レビューには
レ基報第2号案が適用される。
レ基報第2号案の起草方針と概要は、JICPA「改正四
半期レビュー基準報告書第1号（公開草案）及び期中レ
ビュー基準報告書（公開草案）の概要」3．に基づいて
以下説明を行う。
レ基報第2号案は、国際監査・保証基準審議会の国際
レビュー業務基準第2410号「事業体の独立監査人が実
施する期中財務情報のレビュー」（以下「 ISRE2410」
という）を基礎としている。ただし、ISRE2410は
2008年2月以降改訂がなされていないため、レ基報第2
号案では、要求事項と適用指針に区分する等の修正を実
施している。
レ基報第2号は期中レビュー基準案の実務の指針であ
るため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られた場合の期中レビュー手続や期中レビュー報告書の
記載事項など、期中レビュー基準案で規定されている内
容を盛り込んでいる。また、レ基報第2号は保証実
2400の要求事項を取り込んでいるが、適用指針等の詳
細は取り込んでおらず、品質管理基準を参照することと
している。これは、年度の監査人は独立性を含む職業倫
理に関する規定及び品質管理の基準を遵守していると考
えられるためである。
なお、レビュー業務を実施する者は現行の保証実

2400では「業務実施者」とされているが、レ基報第2
号案では主として「監査人」が使用されている。

（4）期中レビュー受嘱時（依頼時）の留意点
期中レビューの監査人による受嘱にあたっては、レ基

報第2号第32項によれば、財務報告の枠組みが受入可能
であるかどうかを判断する（特別目的の期中財務情報の
場合は、期中財務諸表の作成目的と想定利用者を理解す
ることを含む）必要がある。また、適用される財務報告
の枠組みに準拠して期中財務諸表を適正に表示すること
（準拠性の枠組みの場合は期中財務諸表を作成すること）
について、経営者が責任を有することを認識し理解して
いることについて経営者の合意を得ることとされてい
る。同第39項によれば、期中レビュー契約書又は適切
な形式の合意書により、適用される財務報告の枠組み、
期中レビュー業務の目的及び範囲、並びに期中レビュー
報告書の想定される様式及び内容について記載すること
とされている。

（5）期中レビュー手続及び期中レビュー報告書
レ基報第2号には、期中レビュー基準案、保証実

2400やISRE2410の内容が盛り込まれた。その結果明
示された期中レビュー手続に関する規定としては、例え
ば以下が挙げられる。
・内部統制の理解（レ基報第2号第50項及び第52項）
・年度監査における内部統制を含む企業及び企業環境の
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理解の期中レビューにおける更新及び期中財務諸表の
作成に係る内部統制の理解（同A30項）
・内部統制を含む企業及び企業環境の理解を活用した期
中レビュー手続の実施対象となる特定の事象、取引若
しくはアサーションの識別（同A31項）
・構成単位の監査人が関与した期中財務諸表等の重要性
及び構成単位の監査人の品質管理の状況等に基づく信
頼性の程度を勘案して、構成単位の監査人の実施した
期中レビュー等の結果を利用する程度及び方法を決定
すること（同63項）
ただし、これらについては現行の四半期レビュー基準
及び四基報に規定されている内容であり、四半期レビュ
ーと同様の手法により任意の期中財務諸表のレビューを
監査と一体的に効果的・効率的に実施されていたものと
考えられ、年度の監査人が実施するレビューの実務に大

6　以下第3項においてカギ括弧は、特に断りのない限り東証短信レビューQ＆Aの各Qからの引用である。

きな変化をもたらすものではないと考えられる。
期中レビュー報告書については、期中レビュー基準案

の報告基準に従ったものとなっている。【図4】のとお
り、保証実2400に基づくレビュー報告書では結論が下
方に記載されていたものが、レ基報第2号案における期
中レビュー報告書では、先頭に「監査人の結論」として
記載され、監査人の結論の根拠の記載、経営者の責任の
記載内容の充実、監査役等の責任の記載、監査人の責任
の記載内容の充実といった対応がされている。また、現
行の保証実2400では継続企業の前提に重要な疑義を生
じさせるような事象又は状況に関する重要な不確実性が
認められることについて、強調事項区分に記載すること
としていたが、レ基報第2号案では「継続企業の前提に
関する重要な不確実性」区分に記載することとされてい
る。

【図4】 一般目的・適正表示の枠組みに準拠して作成された期中財務諸表に対する、配布及び利用制限のない無限定適正結論
のレビュー報告書の記載区分と順序（業務執行社員名より下）

現行の保証実2400 レ基報第2号案

当監査法人が会社の期中財務諸表のレビューを行った旨 監査人の結論

期中財務諸表に対する経営者の責任 監査人の結論の根拠

継続企業の前提に関する重要な不確実性※

強調事項※

その他の事項※

業務実施者の責任 経営者及び監査役等の責任

結論 監査人の責任

強調事項※　

その他の事項※

利害関係 利害関係

※該当ある場合
（データソース）レ基報第2号案及び保証実2400のレビュー報告書文例

3.ﾠ 新設された東証短信レビューQ&A案
の内容

（1）東証短信レビューQ&A案設定の経緯
東証は、金商法改正に伴う四半期開示の見直しを受け
て有価証券上場制度を見直し、上場規程に定める四半期
財務諸表等について、適正表示の枠組み及び準拠性の枠
組みのいずれかを適用して作成することとしている。ま
た、当該四半期財務諸表等に対するレビューについては
原則任意とし、レビューを行う場合は、年度の監査人が
行い、企業会計審議会及びJICPAの実務の指針に基づく
期中レビューを求めることとしている。JICPAでは「上
場規程に定める四半期財務諸表等に適用される財務報告
の枠組み及び期中レビューに関して理解が必要と思われ

る事項について、会員の参考に資するためにQ&A形式
によって解説を提供」（東証短信レビューQ&Aはじめ
に6）するものとして、東証短信レビューQ&A案を設定
したとしている。

（2 ）第1・第3四半期財務諸表等の財務報告の枠
組み（Q1）
第1・第3四半期財務諸表等は、「上場規程施行規則及

び決算短信作成基準に基づき、四半期会計基準や財務諸
表等規則に準拠して作成」されることになり、当該作成
基準は、「確立された透明性のあるプロセス（広範囲の
利害関係者の見解についての検討を含む。）に従って策
定しているため、受け入れ可能な一般目的の財務報告の
枠組みとなる」ことが示されている。
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また、東証の「『四半期財務諸表等の作成基準』第3
条第1項では、四半期会計基準及び財務諸表等規則に準
拠して作成することが要求」されていることから、同第
3条第1項（指定国際会計基準等の場合は第4条第1項か
ら第4項）は適正表示の枠組みとなることが示されてい
る。
一方で、「同第3条第2項では、同第1項の記載の一部
の省略が認められており、適正表示を達成するための追
加情報の開示も省略できるとされている」ことなどか
ら、同第3条第2項（指定国際会計基準等の場合は第4条
第5項）を適用する場合は、準拠性の枠組みとなること
が示されている。
「適正表示の枠組み又は準拠性の枠組みのいずれによ
り作成するかは、レビュー契約の受嘱時に確認する」こ
とが示されている。

（3 ）東証短信レビューに適用するレビュー基準
等（Q2）
東証短信レビューを受嘱した場合に適用される基準や
実務の指針は、期中レビュー基準及びレ基報第2号であ
ることが示されている。

（4 ）適正性に関する結論と準拠性に関する結論
を表明する場合の期中レビュー手続（Q3）
適正性に関する結論を表明する場合と、準拠性に関す
る結論を表明する場合での、期中レビュー手続の違いに
ついての解説である。「適用された会計基準に準拠して
いるかどうかに関して必要な質と量の証拠を入手する必
要がある。これは、適正性に関する結論を表明する場合
であっても、準拠性に関する結論を表明する場合であっ
ても同様であるため、限定的保証を提供するための期中
レビュー手続に違いはない。」とされている。

一方で、「適正表示の枠組みに比して、準拠性の枠組
みにおける財務諸表等の開示量が少ない場合には、開示
の検討に関する作業量は減少すると考えられる。また、
適正性に関する結論を表明するに当たっては、追加情報
の記載の必要性を検討するなど、財務諸表が全体として
適切に表示されているかという観点があるが、準拠性に
関する結論を表明する場合はその観点がないため、当該
観点からの検討に対応する作業量は減少することが考え
られる」とされている。
なお、「開示の省略が認められる準拠性の枠組みの場

合、任意で開示された項目についても、準拠性のレビュ
ーの対象となることに留意する」とされている。このた
め、四半期財務諸表等の作成基準第3条第2項を適用し
たが、会社が重要な後発事象について任意で開示した場
合には、監査人は期中レビュー報告書に強調事項を記載
するかどうかを検討する必要があると考えられる。

（5 ）期中レビューが義務付けられる場合の留意
点（Q4）
東証の改正規則等における義務付け要件を掲載した上

で、以下について監査人の留意点として示されている。
・期中レビューの義務付け要件に該当するか、また、義
務の対象となる第1・第3四半期財務諸表等について
は、会社に適時に確認する

・期中レビューが義務付けられることとなった場合は、
十分なレビュー時間・期間を確保すべく、会社と事前
に協議する

・レビューが義務付けられる場合、レビュー義務付け要
件の判明時期と義務付け開始時期のスケジュールが短
くなることが想定されるため、前広なコミュニケーシ
ョンが特に重要になる

【図5】東証のレビュー義務付け要件

ａ　 直近の有価証券報告書、半期報告書又は四半期決算短信（レビューを受ける場合）において、無限定適正意見（無限
定の結論）以外の監査意見（レビューの結論）が付される場合

ｂ　 直近の内部統制監査報告書において、無限定適正意見以外の監査意見が付される場合
ｃ　 直近の内部統制報告書において、内部統制に開示すべき重要な不備がある場合
ｄ　 直近の有価証券報告書又は半期報告書が当初の提出期限内に提出されない場合
ｅ　 当期の半期報告書の訂正を行う場合であって、訂正後の財務諸表に対してレビュー報告書が添付される場合
※ ａとｃについては、直近の有価証券報告書、半期報告書若しくは四半期決算短信（レビューを受ける場合）又は内部統
制報告書の訂正を行い、訂正後の報告書等において要件に該当する場合を含みます。
※ dとeについては、財務諸表の信頼性の観点から問題がないことが明らかな場合として、当取引所が認める場合を除くも
のとします。

（出所）東証「決算短信・四半期決算短信作成要領等（案）」4．（2）

（6）後発事象についての手続（Q5）
第1・第3四半期財務諸表等について、重要な後発事
象の注記の省略が可能である（その場合は準拠性の枠組
みとなる）。
監査人が期中レビューを実施する場合には、期中レビ
ュー基準に従い、後発事象の手続として、「財務報告の
枠組みにかかわらず、監査人は、期中財務諸表において

修正又は開示すべき後発事象があるかどうかについて、
経営者に質問しなければならない」とされている。ま
た、適正表示の枠組みでは四半期財務諸表等に注記され
るべき開示後発事象が発生した場合に、準拠性の枠組み
において注記がされていなくても、「基本的には質問以
外の手続を追加で実施することは求められていない」、
とされている。
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しかしながら、「開示後発事象が注記されないことに
よって、財務諸表の利用者の誤解を招くと監査人が判断
するような極めてまれな状況においては、その原因とな
っている事項を経営者と協議し、必要に応じて、期中レ
ビュー報告書において、その他の事項として追記するか
を検討することが考えられる」（レ基報第2号A77項参
照）とされている。極めてまれな事象の例として「会社
が存続できなくなるような状況に陥っているが、会社が
当該状況を開示後発事象として注記していないことが、
監査人が財務諸表の利用者の誤解を招くと判断するよう
な状況」が挙げられている。

（7 ）継続企業の前提に関して実施する手続の留
意点（Q6）
現行金商法の四半期開示では、四半期財務諸表等規則
ガイドライン21において、継続企業の前提に関する注
記の記載方法が示されているが、金商法の四半期報告制
度の廃止により、四半期財務諸表等規則ガイドラインが
廃止されることになる。東証の四半期財務諸表等の作成
基準（案）において、継続企業の前提に関する注記の記
載方法は、中間財務諸表の開示内容を定めている改正後
の財務諸表等規則第149条の規定及び財務諸表等規則ガ
イドライン149の取扱いを準用することとされており、
四半期財務諸表に読替後の内容が、東証の決算短信・四
半期決算短信作成要領等（案）に示されている。
監査人の期中レビュー手続においては、「経営者が行
った評価の検討に当たっては、経営者の評価期間と同じ
期間を対象とし、経営者の評価期間は、適用される財務
報告の枠組みで要求される期間又は法令に規定される期
間となる」（レ基報第2号案第58項）とされているため、
「経営者により示された対応策の対象期間と経営者によ
る評価期間は、当該作成要領に従うことになる」ことに
留意する。

（8 ）訂正第1・第3四半期財務諸表等に対する期
中レビューに関する留意点（Q7）

【図6】訂正後の四半期財務諸表等の期中レビューの要否

第1・第3四半期財務諸表等

訂正前 訂正後

期中レ
ビュー

① 実施していない 任意（会社と協議）

② 任意で実施 任意で実施

③ 義務付け 義務付け

（出所）東証短信レビューQ&A　Q7

【図6】の②の場合、訂正後の期中レビューは任意と
されているが、「訂正内容の重要性を考慮し、四半期財
務諸表利用者の訂正前の財務諸表等に対する結論への依
拠を防止することが必要と判断する場合には、訂正後の
四半期財務諸表に対する期中レビューを実施することが
望ましい」とされている。これは監査基準報告書560

「後発事象」（以下「監基報560」という）の第14項に
おいて、経営者が財務諸表を訂正する場合には、監査人
は訂正後の財務諸表に対する監査報告書を提出すること
とされており、レ基報第2号案第74項において監基報
560を参照しているためである。なお、当該状況におい
ては時間的余裕も少ないと考えられるため、監査人は早
期に会社と訂正レビューの実施について協議することが
重要であると考える。
【図6】の③の場合、訂正後の期中レビューが義務付
けられているが、「期中レビューの要否は、金融商品取
引法上の半期報告書の中間財務諸表等を訂正する場合に
おける取扱いに準じて判断」することとされている。こ
れは、決算短信・四半期決算短信作成要領等（案）4．
（2）に基づく記載であるが、金商法第193条の2第1項第
3号及び財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第1条
の3に規定する「監査証明を受けなくても公益又は投資
者保護に欠けることがないものとして内閣府令で定める
ところにより内閣総理大臣の承認を受けた場合」におけ
る判断を想定して対応することが考えられる。

（9 ）期中レビュー契約を締結していない場合
（Q8（1））
期中レビュー契約を締結していない場合には、「監査

人は四半期財務諸表等の内容を検討する義務を負わない
が、四半期財務諸表等において虚偽表示又はその他の記
載内容の誤りの存在等明らかに間違った開示の事実を把
握した場合には、経営者等に対して当該虚偽表示等の存
在を通知することが推奨されるとともに、年度の監査人
としての対応が求められる」とされている。年度の監査
人としての対応としては、「年度の監査等におけるリス
ク評価に与える影響を検討すること」が示されている。
なお、当該誤りが、監査の過程で発見され、監査人

が、職業的専門家としての判断において財務報告プロセ
スに対する監査役等による監視にとって重要と判断した
その他の事項（監査基準報告書260「監査役等とのコミ
ュニケーション」の第14項（6））に該当する場合には、
監査役等とのコミュニケーションが必要となると考えら
れる。

（10）比較情報への対応（Q8（2））
東証決算短信レビューは、原則として任意であるた

め、比較情報に対するレビューが実施されていない場合
は、「監査人は期中レビュー報告書のその他の事項の区
分にその旨を記載する」（レ基報第2号第131項）とさ
れている。

4.ﾠ 保証実2400案及び保証実2400Ｑ＆Ａ
案の内容

（1）保証実2400案の改正内容
現行の保証実2400は、四半期レビュー以外のレビュ

ー業務に幅広く適用されていた。一連の改正により、年
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度の監査人が行う期中レビュー業務は期中レビュー基準
とレ基報第1号又はレ基報第2号が適用されることとな
り、保証実2400はこれらを除く全ての財務諸表又は財
務表を対象としたレビュー業務に適用可能とされること
となる。
レビュー報告書について、継続企業を前提として財務
諸表を作成することが適切であるが重要な不確実性が認
められる場合において、財務諸表における注記が適切な
場合は、現行では強調事項区分を設けて必要な記載を行
っているが、改正後は「継続企業の前提に関する重要な
不確実性」という区分に記載を行うこととされている。
ただし、それ以外のレビュー報告書の記載方法の変更は
行われておらず、従来通り結論を下方に記載する様式が
適用される。
改正された監査基準報告書600「グループ監査におけ
る特別な考慮事項」（以下「監基報600」という）にお
いて、構成単位における作業の範囲から、構成単位の重
要性の基準値に基づく構成単位の財務情報のレビューが
除外された（監基報600第A131項）ことから、保証実
2400からもグループ監査における構成単位の財務情報
のレビューに関する規定が削除されている。

（2）保証実2400Ｑ＆Ａ案の改正内容
保証実2400案の改正内容に沿う形で見直しが行われ
ている。また、改正済みの品質管理基準報告書第1号に
沿う形で、レビュー業務を実施する監査事務所に求めら
れる品質管理の内容の改正が行われている。

5.ﾠ 従来の四半期レビューと対比した、期
中レビューの実務対応上の留意点

（1）東証短信レビューを実施しない場合
上場企業に関し、義務レビューの要件に該当しない状
況において、任意レビューの提供に至らない場合、監査
人が監査業務の過程で四半期財務諸表において虚偽表示
又はその他の記載内容の誤りの存在等明らかに間違った
開示の事実を把握した場合の対応は、3．（9）に記載の
とおりである。
また、JICPA「四半期開示制度の見直しに関する留意
点vol 2～後発事象、レビュー時間編～」の2（2）におい
て、「年度監査のリスク評価は年間を通じて適時・適切
に見直し、監査手続に反映することが効果的かつ効率的
です。第1・第3四半期のレビューがなくなったとして
も、その考えが変わるところではありません。」「また、
年度監査品質の維持の観点から、第1・第3四半期決算
のタイミングで、会社の状況や変化を把握するために被
監査会社（経営者・監査役等）と十分にコミュニケーシ
ョンを行うことが考えられます。」とされている。
特に第1四半期においては、会計基準の変更の対応等
検討すべき論点が多くなる傾向にあるため、監査人が東
証短信レビューを実施している場合はその過程で、追加
的な手続として、論点を検討し、四半期財務諸表に適切

に反映されていることを確認することが、財務報告の信
頼性確保にとって有効と考える。一方、東証短信レビュ
ー業務を実施しない場合でも、監査の一環で、期首から
適用すべき会計処理等について、適時に会社とコミュニ
ケーションを行うことは重要であり、第1・第3四半期
決算の前後での適時・適切な監査上の対応の意義をふま
え、必要な監査時間を適切に見積ることが重要と考え
る。

（2）適用する財務報告の枠組みの確認
四半期レビューでは、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準や国際会計
基準第34号「期中財務報告」等に準拠した適正表示の
枠組みの下で適正性に関する結論表明が行われていた。
改正後は、金商法の下での中間財務諸表の期中レビュー
は適正表示の枠組みを対象とする一方、東証短信レビュ
ーでは「準拠性に関するレビューを基本」（JICPA「東
京証券取引所『四半期開示の見直しに関する実務の方
針』の公表について（お知らせ）」冒頭）とされている。
また制度レビュー以外では、期中財務諸表を構成する

貸借対照表等の個別の財務表や個別の財務諸表項目等に
対して、年度の監査人が期中レビューの結論を表明する
場合について、期中レビュー基準が適用されることとな
る。このため、期中財務報告の枠組みとレビューの種類
が多様化することとなる。
本稿2．（4）及び3．（2）とも関連するが、期中レビュ

ーの監査人による受嘱（被監査会社の期中レビューの依
頼）にあたっては、財務報告の枠組み及び期中レビュー
報告書の形式について、会社と監査人が十分検討、協議
することに留意すべきと考えられる。

（3）期中レビュー時間の確保と実施時期
決算短信・四半期決算短信作成要領等（案）1．（2）

①によれば、通期及び第2四半期（中間期）とは異なり、
有価証券報告書や半期報告書などの法定開示に対する速
報としての位置づけではないことを踏まえ、第1・第3
四半期決算短信は決算発表の早期化の要請の対象とされ
ていない。上場会社は、決算の内容が定まったときに、
その内容を直ちに開示することが義務付けられている
が、半期報告書の法定提出期限に準じて、各四半期終了
後45日以内に開示することを原則とする、とされてい
る。「決算の内容が定まったとき」の考え方については、
任意でレビューを受ける場合は、開示時期をレビューが
完了する前とするか、それともレビューが完了次第とす
るか、上場会社において判断することとされている（前
者の場合、レビュー完了後に改めてレビュー報告書を添
付した第1・第3四半期決算短信の開示が必要となる。
これを受け、東証短信レビューQ&A案のQ4（2）でも、

「制度改正後に関しては、速報性のみならず開示の充実
も図られていることから、開示時期は様々なパターンが
想定される。これに伴い、スケジュールも様々となるこ
とが想定されるため、決算スケジュール及び期中レビュ
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ースケジュールについて会社と事前に協議し、十分なレ
ビュー時間・期間を確保することが、財務諸表の信頼性
を高めるために不可欠な要素であると考えられる」とさ
れている。
なお、作業時間については、適正表示の枠組みに比し
て、準拠性の枠組みにおける財務諸表等の開示量が少な
い場合には、開示の検討に関する作業量は減少すると考
えられるとされている（本稿3．（4））。現行の四半期会
計基準で定められた注記のうち、準拠性の枠組み（作成
基準第3条第2項）において記載が求められていない注
記としては、連結・持分法適用範囲の重要な変更、収益
の分解情報、1株当たり情報、配当に関する事項、営業
収益費用の季節的変動、重要な企業結合等、重要な後発
事象、企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適切に判断するために重要なその他の事
項（金融商品関係の注記7等）が挙げられるが、適正表
示を達成するために必要となる可能性のある追加情報の
注記を含め、注記対象となる取引・事象が存在しないた
め、現行の第1・第3四半期財務諸表では注記されてい
ない場合が多くみられる。このため、四半期レビューか
ら準拠性の枠組みによる期中レビューに移行した場合、
監査人の作業量の減少度合いは限定的となる場合が多い
と考えられる。

（4）非上場会社の留意点
特定事業会社以外の非上場会社は、金商法第24条の5
第1項における第1号の半期報告書（中間会計基準等に

7　 企業集団の事業運営にあたっての重要な項目であり、かつ、前年度末と比較して著しく変動している金融商品関係につい
て注記を要するが、総資産の大部分を金融資産が占め、かつ総負債の大部分を金融負債及び保険契約から生じる負債が占
める企業集団以外の企業集団においては、第1四半期及び第3四半期では注記を省略することができることとされていた
（企業会計基準適用指針第14号第80項（3））。

8　 特定事業会社である非上場会社は、第2号（中間作成基準等に準拠した第2種中間財務諸表について中間監査を受け、中間
決算日後60日以内の提出が求められる）の半期報告書の提出の選択が可能である。

9　 非上場会社の改正後の金商法に基づく半期報告書の提出は、2024年4月1日以降開始事業年度に係る中間会計期間が初回
となる（金商法改正法附則第3条第1項）。

準拠した第一種中間財務諸表について期中レビューを受
け、中間決算日後45日以内の提出が求められる）の提
出の選択が可能となる89。このため、選択した半期報告
書によって、提出期限や保証の種類（期中レビュー又は
中間監査）が異なるので、「会社と事前に十分協議する
ことが望まれる」とされている（JICPA「四半期開示制
度の見直しに関する留意点vol3～非上場会社編～」1．
（1））。
なお、合理的な理由がない限り、選択した半期報告書

は継続して提出することとされている（企業内容等開示
ガイドライン一部改正案24の5－2－3）。

6.ﾠ おわりに
四半期レビューから期中レビューに名称が変わり、レ

ビュー手続自体に大きな変更はないものの、東証短信レ
ビューが原則任意とされたこと、財務報告の枠組みの選
択の余地が生まれたこと、四半期開示のスケジュールが
弾力化したこと、非上場会社の半期報告書の種類の選択
が可能になったことなどにより、期中レビューの実施前
に会社と監査人が協議し、合意すべき事項が増えてい
る。そのためには、会計基準や開示ルールだけでなく、
期中レビュー基準及びJICPAの実務の指針や実務ガイダ
ンス等の理解がこれまで以上に重要となってくるものと
考える。本稿が参考になれば幸いである。

以　上
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